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題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年１月推計）」によれば，総人口は 2030（平成





































































東根市の人口は，4 万 7865 人（2015（平成 27）年国勢調査）である。さくらんぼ生産












年の 44,800 人から，2015（平成 27）年には 47,865 人へと増加している。 
 これに対し，行方市は深刻な人口減少を経験している自治体である。2005（平成 17）年
に合併によって誕生した行方市は，当初 4 万人以上いた人口が 2015 年（平成 27）には３
万 5106 人にまで減っている。 
基幹産業の農業では，特にサツマイモの生産が盛んである。日本では 36,000ha のサツマ
イモが栽培され，866,700t が収穫されており，茨城県は鹿児島県の 322,800t に次いで
172,000t と全国２位の地位にある。なかでも行方市はその茨城県の中で第２位の生産量を












 それらの効果の一端が，農業従事者の個人住民税納税額が 2013（平成 25）年の約 5,700




































































審 査 報 告 概 要 
 
 本論文は，地域創生が求められるなかで人財育成の社会的実践に基づき，新しい事業構
想・実現のための方法を提示し，実証的にその効果を明らかにしたものである。第一に，地
域政策の課題としての内発的発展のみならず，ガバナンス下で部分最適から全体最適に達す
るための人財の必要性を明らかにした。第二に，地域創生を実践している山形県東根市と茨
城県行方市の事例分析から人口増減・基幹産業の発展，まちづくり・住民参画の視点での地
域政策の有効性を明らかにした。第三に，地域活性化プロデューサー人財の養成プログラム
の開発という実践を通して地域活性化手法の有効性を明らかにした。本研究は生物産業学に
おいて有用な知見であり，審査員一同は博士（経営学）の学位を授与する価値があると判断
した。 
